
単身世帯をめぐる動向と今後の課題
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「核 家 族 世 帯 」は、夫婦と未婚の子、ひとり親と未婚の子、夫婦のみの各世帯をいう。

「単 身 世 帯 」は、1戸もしくは間借り、会社の独身寮に住む単身者をいう。

「そ の 他 の 世 帯 Jは、三世代世帯とその他の世帯をいう。

半世紀余りの世帯構造をめぐる変化は、1965年当時、「三世代世帯」と「夫婦と

未婚の子のみの世帯」で全体の60%余りを占めていた力ヽ それが今日では「夫婦
のみの世帯」「単身世帯」「ひとり親と未婚の子のみの世帯」の増加、「三世代世帯」

「夫婦と未婚の子のみの世帯」の減少が顕著になつている。

世帯構造別にみた構成割合の推移
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半世紀余りの家族の変化
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家族をめぐる今後の流れは、「単身世帯」と
「ひとり親と子」が増加し、

「夫婦のみの世帯」「夫婦と子からなる世帯」「その他の世帯」が減少する。

家族類型別一般世帯数および割合

2005(平成 17)年 2030(T成 42年 ) 指数(2005年 =100)
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●単身世帯が全国平均で25.5%と4分の1を占めている力ヽ地域による比率の高低には大きな開きがある。

●都道府県では、東京都が32.6%と最高で、山形県が14.9%と最低で、2倍強の開きがある。

●20大都市別では、大阪市力む9,7%と最高ξ 浜松市が14.8%と最低で、大都市の中でも大きな

開きがある。
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都道府県・20大都市別にみた単身世帯 禅位:EFL詢 2“ 0年離

全国

総数     単身世僣   単身世書比

48,638  12,386  25.5

都道府県

自治体名    総数   単身世帯 単身世帯比

Jヒ 海 道  2,412  760  31.5
青    春    502    120   23.9
岩   手   487  135  27.7
宮    城    861    205   238
秋   田   383   81  21.1
山   形   369   55  14.9
福    島    701    164   23.4
茨    城   1,009
栃    木    686

政令都市
自治体名    総数  単身世帯 単身世帯比
東京都区部  3,821 1,318  34.5
札 幌 市    862   322   37.4
仙 台 市   437  133  30.4
さいたま市   448   87  19.4
千  葉  市    355    63   17.7
横 浜 市  1,519  464  30.5
川 崎 市   578  166  28.7
相 模 原 市   268  60 22.4
新 潟 市    301     70   23.3
静 岡 市   267   65  24.3
浜 松 市   263   39  14.8
名 古 屋 市    875   242   277
尿 都 市    619   203   32.8
大 阪 市  1,205   478   397
堺   市   309   63  20.4
神 戸 市    660   212   32.1

31.9
288
31.4
37.2

単身世帯比の高い都道府県
自治体名    総数  単身世帯 単身世帯比
東   京  5,466 11783  326
鹿 児 島   741  240  32.4
北 海 道  2,412  760  315
高   知   319   94  29.5
福    岡  2,039   597   29.3
大    阪  3,518  1,011   287
京    郷  1,055   302   286
岡   山   747  212  28.4
愛   媛   587  167  284
大   分   483  137  28.4

単身世帯比の低い都道府県
自治体名    総数  単身世帯 単身世帯比
山   形   369   55  14.9
福    井    257    43   16.7
餃    阜    696   122   17.5
栃    木    686    124   18.1
茨    城  1,009   191   18.9
富   山   371   70  18.9
奈    良    508    96   18.9
静    岡  1,307   260   199
佐    ■    287    57   19.9
長    野    749   155   20.7

20大都市中、単身世帯比の高い都市
自治体名     総数   単身世帯  単身世帯比

大 阪 市  1,205  478  39,7
札 幌 市    862   322   37.4
福 岡 市   658  245  37.2
東京都区部  3,821 1,318  34.5
泉 都 市    619   203   32.8
神 戸 市    660   212   32.1
岡 山 市    285    91   31,9
Jヒ九H 市    417   131   31.4
横 浜 市  1,519   464   30.5
仙 台 市   437  133  30.4

20大都市中、単身世帯比の低い都市
自治体名    総数  単身世帯  単身世帯比

39   14.8
63   17.7
87   19.4
63   204
60   22.4
70   233
65   24.3
242   277
166   287
140   28.8

出所 :厚生労働省 「平成 22年 国民生活基礎調査」

単身世帯の比率で地域的開き



-4割強が単身世帯に

①若年者から中高年まで
未婚者、離別者が増加した。

②親と子が同居しなくなつた。

③高齢者世帯が著しく増加した。
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単身世帯はどうして増えたか



翡 未婚者・離別者の増加
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②

年齢階層別人口に占める未婚者・離別者・死別者の割合の変化

1985年と2005年の比較       (単 位拗
男  性 女  性

40歳代 70歳代 囃
趾

30歳代 40歳代 60歳代 70歳 fHi
以上

未婚者

1985年 76.7 20.6 6.1 2.6 1.4 0.8 0.7 56.5 8.4 4.6 4.4 3.0 1.5 0.9

2005年 81.8 39,0 19.6 11.8 4.9 2.0 1.0 72.9 25.5 10.2 5.6 4.0 3.9 2.6

差 5.1 18.5 13.5 9.1 3.5 1.2 0.3 16.4 17.2 5.6 1.3 1.0 2.4 1.7

離別者

1985年 0.3 1.8 2.8 2.5 1.8 1.4 1.0 0.9 3.6 4.5 4.3 3.8 2.3 1.6

2005年 0.7 2.8 4.8 5.6 4.7 2.5 1.2 1.8 5.9 8.0 8.1 6.0 4.0 2.7

差 0.4 1.0 2.0 3.1 2.9 1.2 0.2 0.8 2.2 3.5 3.8 2.2 1.6

死別者

1985年 5.4 14.8 37.7 30.5 61.4 86.6

2005年 4.0 9.8 24.8 15,7 38.0 74.5

差 -1.3 -5.1 -12.9 -14.8 -23.4 -12.1

(注 )1.差 は「2005年の割合-1985年の割合J。
2網掛け部分は、2桁以上の増減のある目所。
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出所 :藤森克彦著 「単身急増社会の衝撃 J

50歳代



■ 親と子が同居しなくなつた

いまから40年程前には親と子が同居する世帯が圧倒的に多かつたが、

その後の社会の変化にともない、親と子の同居が1970年67口0%から

2005年 48口 2%に激減した。このことが単身世帯と夫婦のみの世帯の

増加となつた。

家族類型別比較 -1970年 :2005年一

(単位 :%)
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出所 i国立社会保障・人日問題研究所 人口統計資料集 (2011)
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高齢者世帯の増加

高齢者世帯は1986年6.3%であったカミ2010年には21.0%と急増した。

それにともない単身世帯も増加してきた。

帥万力 世帯構造別にみた高齢者世帯の推移
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単身世帯と高齢者世帯の推移
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出所 :厚生労働省「平成22年度 国民生活基礎調査」
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一人暮らしの勤労者が生活保護を受けないで生活保護基準と同等の生活を営

む場合に必要な生活費、すなわち年収250万円を貧困ラインとする。

①59歳以下の若年・壮年単身世帯の貧困構成比は64.2%、

男の単身世帯で51.5%、 女の単身世帯で73.7%と なつて

いる。1人暮らしの単身者の過半数が貧困ラインになつて

いる。

②年齢階層でみた場合、「29歳以下」が72.9%ともつとも高く、
「50～ 59歳」で45口8%と なつている。「女の単身世帯」は
「50～ 59歳」「40～49歳」が高くなつている。

若年・壮年単身世帯の言困比率 一年所得250万円未満― (2009年 )
(単位 :%)

…67:7 … … … … … …・… … … … … … … … … … … … … … … … … … … … … … … … …

■女の単身世帯

出所 :厚生労働省「平成 21年 国民基礎調査」
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若年・壮年単身世帯の貧□



■ 単身世帯で不安定就労、

無業者が多い

勤労世代の単身世帯で不安定就労や無業者の比率が高い。

とくに20代の単身世帯では3人に1人が臨時雇や完全失業者、

非労働力である。

単身世帯と2人以上世帯の世帯主の就業状態の比較 (2005年 )

(単位 :%)

有業者 無業者

雇用者 自営・家族

従事者
完全失業者 非労働力

常雇 臨時雇

20ft

2人以上世帯の世帯主 84.2 4.9 3.9 6.9 3.7 3.2

単 身 男 性 64.3 10.3 24.3 4.2 20.1

単 身 女 性 65,3 12.5 0.7 21.5 4.3 17.2

30ft

2人以上世帯の世帯主 84.9 3.0 7.6 4.6 2,7 1.8

単 身 男 性 80.2 6.6 4.8 8.5 6.6 1.9

単 身 女 性 74.5 10.8 3.3 11.4 7.0 4.4

40ft

2人以上世帯の世帯主 80.1 3.2 11.5 5.2 2.7 2.5

単 身 男 性 75,2 6.4 7.8 10.7 8.3 2.4

単 身 女 性 67.9 9.3 7.1 15.7 8.1 7.6

50ft

2人以上世帯の世帯主 69,3 4.1 17.8 8.9 4.2 4.7

単 身 男 性 62.3 7.5 10.6 19.5 12.5 7.1

単 身 女 性 53.5 10.0 9.7 26.8 7.3 19,5

60代前半

2人以上世帯の世帯主 32.3 12.8 20.8 34.1 6.7 27.4

単 身 男 性 30.3 12.0 11,7 46.0 13.3 32.7

単 身 女 性 25.4 11,7 10.1 52.9 4.3 48.6

出所 :総務省「国勢■査 (第 2次基本集計)J(2∞ 5年 )みずほ情報彗研作成
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高齢者単身世帯の貧困

高齢者単身世帯の貧困ラインの設定は、生活保護基準の年間121万 5千円、

その 1.4倍の年収170万円とし、「国民生活基礎調査」の「150～ 200万円」の

分布量の40%を 170万円以下と想定した。

高齢者の単身世帯の貧困比率は、「総数Jが53.8%、「男の単身世帯」で

35.8%、「女の単身世帯」で59.8%となつている。いずれにしても「女の単身

世帯」の多くが貧困状況におかれている。

高齢者単身世帯の貫困比率 一年所得170万円未満一 (2009年 )

０
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鰊 生活保護受給世帯で
単身世帯が76%に

生活保護受給世帯では、ここ半世紀の推移の中で単身世帯が

増加の一途をたどつている。

2009年には単身世帯が76%になつている。

世帯人員別被保護人員の年次推移

一‐９６５年　
・世帯　
　
旧“

翡秘



要介護者等のいる世帯では、この10年間で単身世帯が増加

傾向を示し、26。 1%(2010年現在)となつている。

単身世帯の増加は、日常的に別居家族による介護を受ける

ことが難しく、生活援助を含めた介護支援が重要さを増現

世帯構造別にみた要介護者等のいる世帯の構成害]含の年次推移

60%     70%     80%     90%     100%

2001年

20071平

2010年

■ 単身世帯 帯世族家

…
　
　
核■

13

ますます増加する要介護の単身世帯

15.7 293                       32.5 22.4

その他の世帯

…
　

■

‥
　

帯世代世

‥
　
　
一二■

304                      29.4 2020.2

31.4 22.5               20.126.1

出所 :厚生労働省「平成 22年 国民生活基礎調査」



|口 単身世帯は介護で安心できるか

2000年に導入された介護保険は家族介護から「介護の社会化」に

目的があつた力ヽ いまだ在宅介護の担い手は、71%が「家族等の介護者」

となつている。

現実には家族介護を前提とした上でそれを社会的に補完する水準に

止まつている。

■配偶者 ■子 ■子の配偶者 ■父母 ■ 別居の家族等 ■ 事業者 ■ その他 仁不詳

出所 :厚生労働省「平成 22年 国民生活基礎調査」
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要介護者等との続柄別にみた介護者の構成割合の年次推移
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24.7 18.8               20.3       1. 8.7 13.6      6.0   5.6

25.0 17.9          14.3    2.( 10.7 12.0 16.8

25.7 20.9                     2」 9.8 13.3 12.1



■ 単身世帯の居宅サービス利用率は高い

世帯構造別にみて、単身世帯の居宅サービス利用率は84。0%と

最も高い。

居宅サービスの種類別では単身世帯が「訪問系のサービス」が

69.1%と最も多く、「配食サービス」の割合も13口4%と他の世帯構造

に比べて高くなつている。

世帯構造別にみた居宅サービスの利用状況の割合 (複数回答)

単独世帯

その他の

世帯

■ 訪間系のサービス

■ 短期入所サービス

■ 配食サービス

■ 寝具類等洗濯乾燥消毒サービス

60%      70%      80%

■ Jヽ規模多機能型居宅介護

■外出支援サービス

■利用しなかつた

出所 :厚生労働省 r平成 22年 国民生活基礎調査」
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■ 単身世帯で在宅 は可能か

しかも施設

最も介護度の高い「要介護5」 の人が、介護保険の支給限度額全て

を在宅の「身体介護」に充てても、1日 5時間弱しかサービスが受けら

れない。これでは到底、単身世帯の「在宅介護」は不可能である。

しかも、「在宅」が外 なら「施設」の特別養護老人ホームの入所を

希望しても約42日 1万人の申込者が待ち状態となつている。

特別養護老人ホームの入所申込者の状況

護

不

不 明
要介護

1

要介護

2
要介護

3
要介護

4
要介護

5
合 計

入所申込者数 791 521914 78,657 110,372 99,806 78,719 421,259

在  宅  者 321897 43,955 54,486 41,251 26,088 198,677

在宅でない者 791 201017 34,702 55,886 58,555 52,631 222,582

現
在
の
入
院
、
入
所
施
設
等

医療機関 (病院又は

診療所 (介護療養型

医療施設を除く。))

4,049 6,652 11,616 14,399 17,145 53,861

介護療養型医療施設 447 843 1,886 2,778 4,569 10,523

介護老人保健施設 5,954 12,407 20,424 19,648 131259 71,692

養護老人ホーム 446 467 542 395 172 2,022

軽費老人ホーム 914 648 406 205 98 2,271

グループホーム 21091 3,189 4,125 2,707 11120 13,232

有料老人ホーム 596 787 853 737 441 3,414

不明・その他 (注) 791 5:520 9,709 16,034 17,686 15,827 65,567

注 :都道府県調査においで 入院、入所の施設の種別が不明な者、居所不明な者等
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出所 :厚生労働省 (2009年 12月現在 )



高齢者単身世帯では、

20日寺間30分 (850/0)で 1

1日 24時間の つ ち睡眠時間も含めて

場合

人で過ごしている。高齢者夫婦世帯の

、1日 当たり13時間20分 (55%)となつている。

一緒にいた人別 平均時間

(単身世帯の65歳以上及び高齢者夫婦世帯の65歳以上、週全体)

総数 男 女

一 人 で

叫隊

家族
学校・職
場の人

その他
の人

一人で

畔К

家族
学校・職
場の人

その他
の人

一人で

睡眠を

除く

家族
学校・職
場の人
その他
の人

高齢者単身世帯 20:22 12:02 0:25 0:45 0:37 20:19 12:02

高齢者

単身世帯

子はいない 20:54 12:47 0:09 0119 2:00 21:16 12:56 20:48 12:45 0■ 8

子がいる 11:50 0:27 11:49 0:55 0:42 1:36 20:12 11:51 0:22

l;am-xrn 11:40 2:28 1:28 19:36 10:39 10:23 0:30

19:59 11:36 0:32 20:21 1:25 19:54 11:30 0:27

1 
同一市町村 20126 12:08 0:50 20149 1216 20:20 12106 0:54

嗣 20:36 12■ 5 0:34 0:22 20:34 12112 0:33 20i36 12:16 0:34 1:44

高齢者夫婦世帯 13:20 6:05 8:31 13:19 4:52 8:19 0:45 13:20 0117 1■ 2

高齢者

夫婦世帯

子はいない 12:40 4:23 9:00 0:24 3:57 8:47 0132 1:25 12:54 9■ 6 0:13 0:53

子がいる 8:29 0:33 13:23 4:56 0:46 13:22 8:44 0:17

l;aa-xrn 13:19 4:58 0:44 0:18

0:43 13113 4:35 8109 0:23

1 
同一市町村 13:09 4:56 8:43 13■ 1 4:46 8127 0:46 0:17

fruruc 8:19 0:30 13:34 5:09 0:42 13:43 5:44 0:16

出所 1総務省「平成18年 社会生活基礎調査 Jより筆者が組みかえ
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高齢者単身世帯の社会的孤立

1近
所



単身世帯は社会とのつながりが弱い

単身世帯は、他の世帯に比べて「心配事の相談相手がいない」「近所

付き合いがない」の比率が高い。とくに男性にその傾向が著しい。

65頗以上の高齢者の地域社会との関係 心 配 事 の 相 談 相 手 が い な い
(単位:%)

14

12

10

8

6

4

2

0

5.7

男     女        男     女

夫婦のみ世帯          一般世帯

出所 :内閣府「世帯類型に応じた高齢者の生活実態等に関する意識調査 (2006年度 )

65歳以上の高齢者の地域社会との関係 近 所 付 き 含 い が な い
(単位 :%)

夫婦のみ世帯 一般世帯

出所 :内閣府「世帯類型に応じた高齢者の生活実態等にBHす る意識調査 (2006年度)
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単身世帯の孤独死

孤独死の定義はない力ヽ「一人暮らしの人が誰にも看取られることなく、

当人の居住内等で生活中の突発的な疾病等によつて死亡すること」と

いわれている。1970年代に社会問題化し、誰にも看取られることなく、

死後数日から数ケ月して発見される悲惨なケースもある。

ここでは東京都内の実態を紹介したい。

―人暮らしの者の死亡 (東京都内)

4,000      … …… … … … …  …… …… … …… ……       …     … …   …… …     … …… … …… … … … … … … …… …… …

3,500… … … … … … … … … … … … … … … … … … … … … … … … … … …

3,000-…  … … … … …… … …… … … ……

２。。３年2002年

■ 0～ 64歳 男

2004自「   20051「    2006年

■ 0～ 64歳 女  ■ 65歳以上男

2007有三   2008自「   2009年

■ 65歳以上女

出所 :東京都監察医務院
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単身世帯の孤独死

2009年の死因

死  因 病死 自殺 死因不明 当院以外の司法解剖

死因数 3,703 821 763 59

% 69.3 15.4 14.3

出所 :東京都監察医務院

―人暮らしの者の死亡における発見者 (2009年 )

発見者 家人 隣人 通行人 知人 保健・福祉 配達人 管理人 警察官 家政婦等 その他

発見数 1,445 592 419 980 826 82 679 78 12 233

% 27.0 11.1 7.8 18,3 15.5 1.5 12.7 1.5 0.2 4.4

出所 :東京都監察医務院

参考文献:藤森克彦「単身急増社会の衝撃」

橘木俊詔「無縁社会の正体」

西垣千香「老後の生活破綻」生活保護を受けられず無職男性が孤独死
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●地域を家族単位でなく、1人ひとりの

個人単位でとらえなおす。

0無縁社会を克服し、人の輪と交流、
連帯の地域づくりを促進する。

O単身世帯でも安心して暮らせる生活、
就労、介護などのセーフティネットの

再構築をする。

21

地域社会を人間らしい生活が

営める最後の砦に

単身世帯でも安心して暮らせる地域を

私たちの提案

地域づくりを住民の共生、共育、共学、共助、

共働を通して人間関係の営みをつくり、

それを共有、共感する関係づくリヘつなげる。



一単身世帯の悩み、要求にこたえる

地域人権ネットの

名古屋西部生活支援センター

をご利用ください。

-
はT′■メ鋼謄膠rノ 平已
田 田 圃 国 囲 田
踊■重聾訓EttH団囲などの相談活動

●少子高齢社会による一人暮らし

や高齢者世帯の増大

●地域社会と家族をめぐる状況が

大きく変化

今、社会では生活者がさまざまな困難に直面しています。

さらに、それを解決する地域と家族の力が

大きく損なわれています。

これらの問題を社会的な協同の力で解決を図るのが、

名古屋西部生活支援センターです。

当センターの特徴は、生活上の悩み。要望。要求などを、パートナー

として登録していただいた専門家の方々 (弁護士、税理士、社会保険

労務士、社会福祉士、ケアマネージャー、看護師、保育士、ケースワー

カーなど)に対応していただく本格的な総合相談センターです。

当センターの相談料は無料です。ただし、法的な手続きなどが必

要な場合は、弁護士事務所などの規定による料金が発生します。

問題解決に向けて、お気軽に当センターをこ利用ください。

専』家製

一
●■

∠
一
）

■支援のイメージ

1支援センタ
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当センターの目的

少子高齢社会による世帯構成の変貌と社会格差の進行の中で
、地域社会と家族

のあり方が大きな問題となつています。生活力の低下が深刻化し、地域住
民による

矛盾の解決能力が著しく弱体化しています。例えば、高齢者の単独世帯
では、身体

機能の弱まりで移動に不自由があつたり、地域社会との断絶が進み、本来
の役割も

担えなくなつています。

名古屋西部生活支援センターは、こうした課題を個人で解決するのではなく
、

社会的協同による解決を図る立場で運営されています。住民の皆さまの
「願い」や

「困りことの解決」を実現する助言や橋渡しをする生活相談をこ利用ください。

生活相談活動とは ・̈

私どもの生活相談は、それぞれの分野ことに専門家
の皆さまに

担当していただきます。

高齢者の問題はケアマネージヤー、生活保護などの社会福祉問

題では熟練を積んだ生活相談員、成年後見人などの法律問題
では

弁護士、経営問題では税理士
。経営指導員、年金・就労問題では

社会保険労務士、子育て問題では保育士というように各専門家

(事業所・会社・事務所など)の皆さまが当センターの
「パートナー

事業所」として登録していただき円滑な運営を図つています。

生活相談活動の紹介

Fゴ員城卜開 レ ケアマネージヤー、社会福tL■、社会福祉主事 勝調絶』iΞ議 ●レ弁護士、司法書士

●介霞に関する相談

●要介護認定申請の相談

●在宅介護
デイサービス、訪問介護、訪問看護、グループホーム等の利用相談

●施設
有料老人ホーム、特Яu養護老人ホーム等への入所相談

●配食サービス・福祉用具。住宅改修の相談

●介覆・福祉タクシーの利用相談

医師、看護師、介護福祉士

●認知症に関する理解や介護の仕方

●認知症医療機関の紹介
●認知症の在宅介護・施設の紹介

社会保険労務士

●年金制度に関する相談
国民年金、厚生年金、障がい年金、遺族年金、老齢年金の相談

社会保険労務士、地方議員経験者、保育士、

ケースワーカー、生活相談員

●生活保護
受給申請・内容相談、不当な締め付け相談、人権侵害相談

●母と子の相談
入院助産制度の相談、保育所入所・保育料減免等の相談、母子・父子家庭の福祉
に関する相談

●教育相談
学校でのいじめ相談、登校拒否相談、教育費の父母負担軽減の相談、就学援助

制度に関する相談、高校生。大学生を対象の貸付金に関する相談

●障がい者
陣がい者手帳の申請、障がい者の生活と仕事に関する相談、陣がい者の施設紹介

●失業・雇用相談
雇用保険の相談、失業給付の相談、教育訓練制度の相談、パート労働者の権利

相談、育児・介護体業制度の活用、労働者派遣に関する相談

●公営住宅・住宅資金相談

●成年後見制度
法定後見制度、後見人を選任する方法、後見人等の選任、成年後見人等の職務、

任意後見制度に関する相談

●借金問題
過払い請求、個人の借金整理、中小企業の借金整理

●離婚
離婚の手続き―調停・訴訟、未成年の子どもの養育、離婚をめぐる金銭問題

●交通事故
示談交渉、その他の紛争解決方法、訴訟

●刑事事件
刑事事件、少年事件、刑事告訴等

●労働事件
解雇・退職、賃金・残業代、労働災害等の解決のための手続き

●借地借家
借主に関する相談、貸主に関する相談

●相続遺言
遣産分割協議、遺言書作成

●消費者
訪問販売等、消費先物取引、次々販売 (過当販売)、 リフォーム商法、振り込め詐欺、

架空請求詐欺、クーリングオフ、消費者契約の取消・無効

●法人設立
営利会社、非営利法人設立等の相談、事業の引き継g48談

●その他法律相談
日常生活の相談、行政を相手にした相談

島旧 卜隣 税理土 会計上 経営相談鳳 保険アMイ ザー

●経営一般
売り上1011、下請勧時金未払い、国保料滞納、

「

人親方労災C覇澤調爵」用鞠 の相談

●税金相談
記帳・決算、税金滞納、税務調査、保険力0入、自然災害の相談

●融資相談
公的融資の活用、金融機関からの融資、返済期間等の変更の相談

●開業相談
資金調達、営業許可、税務手続き、経営対策、記帳・申告の相談

公営住宅入居相談、住宅建設資金貸し付け相談

まずはお気軽にお電話をノ
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丁EL 052‐462‐8581

名古屋西部生活支援センター
(地域人権ネット、NPO地域人権ゆうあい会 等)
業務時間/9:30～ 16:00 定休日/土。日曜日、祝日

〒451‐0051名古屋市西区則武新町―丁目6番 13号 ′ヽ一ティ則武2階 201号室
E‐ma‖ :qqwh9bdd@almond.ocn.ne.ip



地域人権ネット
名古屋市東区外堀町57番地 岩佐ビル
TEL 052‐971‐0265
FAX 052-971-0726


